
公益法
人の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応札・
応募者
数

不動産（土地・建
物）
賃貸借契約

宮崎労働局　支出
負担行為担当官
福原　正
宮崎県宮崎市橘通
東3丁目1番22号5
階

令和7年4月1日
有限会社タニグチ
宮崎県宮崎市丸山1
丁目61番地1

9350002002892
代替性のない不動産の借上
であり会計法第29条の3第4
項に該当するため

7,128,000円 7,128,000円 100.00% 0

不動産（駐車場）賃
貸借契約

宮崎労働局　支出
負担行為担当官
福原　正
宮崎県宮崎市橘通
東3丁目1番22号5
階

令和7年4月1日 個人
代替性のない不動産の借上
であり会計法第29条の3第4
項に該当するため

5,321,484円 5,321,484円 100.00% 0

不動産（土地・建
物）賃貸借契約

宮崎労働局　支出
負担行為担当官
福原　正
宮崎県宮崎市橘通
東3丁目1番22号5
階

令和7年4月1日
株式会社志多組
宮崎県宮崎市高千穂
通1丁目4番30号

5350001000777
代替性のない不動産の借上
であり会計法第29条の3第4
項に該当するため

20,994,276円 20,994,276円 100.00% 0

不動産（建物）賃貸
借契約

宮崎労働局　支出
負担行為担当官
福原　正
宮崎県宮崎市橘通
東3丁目1番22号5
階

令和7年4月1日

宮崎ｸﾞﾘｰﾝｽﾌｨｱ特定
目的会社
東京都千代田区丸の
内3-1-1

9010005014548
代替性のない不動産の借上
であり会計法第29条の3第4
項に該当するため

4,491,960円 4,491,960円 100.00% 0

不動産（建物）賃貸
借契約

宮崎労働局　支出
負担行為担当官
福原　正
宮崎県宮崎市橘通
東3丁目1番22号5
階

令和7年4月1日

宮崎県森林組合連合
会
宮崎県宮崎市橘通西
2-2-2

4350005000659
代替性のない不動産の借上
であり会計法第29条の3第4
項に該当するため

9,600,000円 9,600,000円 100.00% 0

宮崎労働局ガソリ
ン等燃油供給契約
（単価契約）

宮崎労働局　支出
負担行為担当官
福原　正
宮崎県宮崎市橘通
東3丁目1番22号5
階

令和7年4月1日
宮崎県石油協同組合
宮崎県宮崎市松橋1
丁目10番8号

9350005000282

一般競争入札を実施したが
不調となったため。
予算決算及び会計令第99条
の2

　＠188.90円ほか 　＠188.90円ほか 100.00% 0

単価契約
予定調達総

額
2,266,800円

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

再就職の役員
の数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開（別紙様式４）

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率



公益法
人の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応札・
応募者
数

令和７年度障害者
就業・生活支援セ
ンター事業（雇用安
定等事業）に係る
委託契約

宮崎労働局　支出
負担行為担当官
福原　正
宮崎県宮崎市橘通
東3丁目1番22号5
階

令和7年4月1日

社会福祉法人宮崎
県社会福祉事業団
宮崎県宮崎市原町2
の22

8350005000597

厚生労働本省が指定し宮崎
県が推薦した団体を契約の
相手とすることになっている
ため。会計法第29条の3第4
項。

28,707,950円 28,707,950円 100.00% 0

令和７年度障害者
就業・生活支援セ
ンター事業（雇用安
定等事業）に係る
委託契約

宮崎労働局　支出
負担行為担当官
福原　正
宮崎県宮崎市橘通
東3丁目1番22号5
階

令和7年4月1日

社会福祉法人高和
会
宮崎県延岡市北方
町角田字川平丑
1369番地35

7350005003097

厚生労働本省が指定し宮崎
県が推薦した団体を契約の
相手とすることになっている
ため。会計法第29条の3第4
項。

21,359,057円 21,359,045円 99.99% 0

令和７年度障害者
就業・生活支援セ
ンター事業（雇用安
定等事業）に係る
委託契約

宮崎労働局　支出
負担行為担当官
福原　正
宮崎県宮崎市橘通
東3丁目1番22号5
階

令和7年4月1日

社会福祉法人浩和
会
宮崎県日向市大字
財光寺１５６５－２

8350005002362

厚生労働本省が指定し宮崎
県が推薦した団体を契約の
相手とすることになっている
ため。会計法第29条の3第4
項。

27,079,383円 27,079,340円 99.99% 0

令和７年度障害者
就業・生活支援セ
ンター事業（雇用安
定等事業）に係る
委託契約

宮崎労働局　支出
負担行為担当官
福原　正
宮崎県宮崎市橘通
東3丁目1番22号5
階

令和7年4月1日
社会福祉法人奨禮
会　　　都城市乙房
町2191番地3

7350005003667

厚生労働本省が指定し宮崎
県が推薦した団体を契約の
相手とすることになっている
ため。会計法第29条の3第4
項。

26,213,111円 26,213,111円 100.00% 0

令和７年度障害者
就業・生活支援セ
ンター事業（雇用安
定等事業）に係る
委託契約

宮崎労働局　支出
負担行為担当官
福原　正
宮崎県宮崎市橘通
東3丁目1番22号5
階

令和7年4月1日

社会福祉法人にちな
ん会
宮崎県日南市大字
益安1025番地8

9350005004283

厚生労働本省が指定し宮崎
県が推薦した団体を契約の
相手とすることになっている
ため。会計法第29条の3第4
項。

13,972,637円 13,972,637円 100.00% 0

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開（別紙様式４）

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率
再就職の役員

の数

随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商
号又は名称及び住所

法人番号



令和７年度障害者
就業・生活支援セ
ンター事業（雇用安
定等事業）に係る
委託契約

宮崎労働局　支出
負担行為担当官
福原　正
宮崎県宮崎市橘通
東3丁目1番22号5
階

令和7年4月1日

社会福祉法人光陽
会
宮崎県西都市大字
清水793番地

9350005002163

厚生労働本省が指定し宮崎
県が推薦した団体を契約の
相手とすることになっている
ため。会計法第29条の3第4
項。

14,736,043円 14,736,021円 99.99% 0

令和７年度障害者
就業・生活支援セ
ンター事業（雇用安
定等事業）に係る
委託契約

宮崎労働局　支出
負担行為担当官
福原　正
宮崎県宮崎市橘通
東3丁目1番22号5
階

令和7年4月1日

社会福祉法人燦燦
会
宮崎県小林市堤
2950番地

6350005004501

厚生労働本省が指定し宮崎
県が推薦した団体を契約の
相手とすることになっている
ため。会計法第29条の3第4
項。

20,691,579円 20,691,495円 99.99% 0

高齢者活躍人材育
成事業委託契約

宮崎労働局　支出
負担行為担当官
福原　正
宮崎県宮崎市橘通
東3丁目1番22号5
階

令和7年4月1日

公益社団法人宮崎
県シルバー人材セン
ター連合会
宮崎県宮崎市祇園2
丁目95番地

3350005004999

宮崎県知事が指定する団体
を契約の相手とすることに
なっているため。会計法第29
条の3第5項。

21,221,000円 21,221,000円 100.00% 0 公社 都道府県所管 1

令和７年度医療労
務管理支援事業委
託契約

宮崎労働局　支出
負担行為担当官
福原　正
宮崎県宮崎市橘通
東3丁目1番22号5
階

令和7年4月1日

公益社団法人宮崎
県医師会
宮崎県宮崎市和知
川原１丁目１０１

1350005005009

厚生労働本省が指定し宮崎
県が推薦した団体を契約の
相手とすることになっている
ため。会計法第29条の3第4
項。

12,885,266円 12,885,266円 100.00%

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


